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 貸借対照表    

 (平成30年3月31日) 単位： 円   
資産の部   

I  流動資産   
現金及び預金                                
未収入金                          
前払金   
預け金 

貯蔵品 

 
 
 

               

280,571,772 
143,913  

2,326,914  
1,000 

   4,966 

  

     流動資産合計   283,048,565      
II  固定資産     
1.  有形固定資産     

  建 物 
    減価償却累計額 
  工具器具備品 
    減価償却累計額 
  有形固定資産合計 

21,526,780 
 14,180,161 
26,526,575 
21,888,654 

 
7,346,619 

 
  4,637,921 

11,984,540 

  

2.  無形固定資産     
  ソフトウェア 
  無形固定資産合計   

16,553,397 
 

 
  16,553,397 

  

   固定資産合計     28,537,937  
   資産合計   

 
  311,586,502  

     
負債の部     

I  流動負債     
運営費交付金債務 

 預り金 

預り科研費 

未払金 

未払費用 

 154,264,746 
7,645,393 
6,337,361 

80,629,504 
  19,710,617  

  

   流動負債合計   268,587,621  
II  固定負債     

資産見返負債 
  資産見返運営費交付金 
   資産見返物品受贈額 

 
28,537,935 
        2 

 
 

  28,537,937 

  

     固定負債合計     28,537,937  
     負債合計    297,125,558 

     
純資産の部     

I  利益剰余金     

積立金 3,857,143   
当期未処分利益    10,603,801   
（うち当期総利益 10,603,801）    
利益剰余金合計     14,460,944  
     純資産合計      14,460,944 
     負債純資産合計     311,586,502 
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  損益計算書   
                                （平成29年4月1日～平成30年3月31日）  
   単位： 円   
     

I  経常費用     
1.  研究業務費     
（1）人件費          548,833,443    
（2）減価償却費 2,369,605    
（3）その他の研究業務費 ※１            428,490,851 979,693,899   

2.  一般管理費     
（1）人件費          166,788,233    
（2）減価償却費 5,789,125    
（3）その他の一般管理費 ※２          202,030,982 374,608,340   

   3. 雑損     146,259   
経常費用合計                              1,354,448,498  

     
II  経常収益     

1.   運営費交付金収益                  1,340,929,182   
2.   普及業務収入  451,899   
3.   受託収入  5,869,018   
4.   シンポジウム収入  156,000   
5.   資産見返運営費交付金戻入           8,158,730   
6.   科学研究費間接費収入  7,287,600   
7.   寄附金収益  2,000,000   
8.   財務収益                  

        受取利息        2,795 2,795    
9.   雑益             197,075   

    
 

 

     経常収益合計   1,365,052,299   
     
III  経常利益                              10,603,801  

     
Ⅳ当期純利益                             10,603,801  
     
Ⅴ当期総利益                            10,603,801  
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キャッシュ・フロー計算書 

（平成29年4月1日～平成30年3月31日） 
 単位： 円  
  
       

I  業務活動によるキャッシュ・フロー       
 商品又はサービスの購入による支出 －188,660,751  
 人件費支出 －704,443,794  
 その他の業務支出 －473,216,086  
 科学研究費預り金支出 －30,746,288  
 運営費交付金収入 1,415,045,000  
 普及業務収入 520,795  
 受託収入 9,597,537  
 シンポジウム収入 156,000  
 科学研究費預り金収入 34,488,600  
 寄附金収益 2,000,000  
 雑益     197,075  
   小計 64,938,088  
利息の受取額          2,799  
業務活動によるキャッシュ・フロー 64,940,887  
   
   

II  投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出  －7,004,091  
投資活動によるキャッシュ・フロー －7,004,091  

   
   

III  財務活動によるキャッシュ・フロー 0  
                  

IV  資金増加額 57,936,796              
   

V  資金期首残高   222,634,976  
   

VI  資金期末残高    280,571,772  
   
   

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 4 

 
利益の処分に関する書類 

（平成30年7月9日） 

単位：  円  
    

I  当期未処分利益   10,603,801  
 当期総利益 10,603,801   

    
II  利益処分額    

 積立金   10,603,801  
    

 
 
 
 
 
 

 

行政サービス実施コスト計算書 
（平成29年4月1日～平成30年3月31日） 

単位： 円  
      

I  業務費用   1,338,484,111  
(1)損益計算書上の費用     
   研究業務費 979,693,899    
   一般管理費  374,608,340    
   雑損     146,259 1,354,448,498   
(2)(控除)自己収入等     
   普及業務収入 －451,899    
   受託収入 －5,869,018    
  シンポジウム収入 －156,000    
    科学研究費間接費収入 －7,287,600    
   寄附金収益 －2,000,000    
   財務収益 －2,795    
   雑益   －197,075  －15,964,387   

     
II  引当外賞与見積額   8,090,192  

     
III  引当外退職手当増加見積額   －22,874,181  

     
IV  機会費用     

  国有財産無償使用の機会費用     68,191,200  
     

V  行政サービス実施コスト    1,391,891,322  
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注 記 
 

重要な会計方針 

１． 運営費交付金収益の計上基準 
業務達成基準を採用しております。ただし、人件費及び一般管理費については期間進行基準

を採用しております。 
２． 減価償却費の会計処理方法 

有形固定資産・無形固定資産は、定額法を採用しております。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 15年  工具器具備品 4年～6年  ソフトウェア 5年   
３． 賞与支給に係る引当金及び見積額の計上方法 
   職員の賞与については財源措置がなされているため、賞与に係る引当金は計上しておりませ

ん。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準

第88条第2項に基づき賞与支給に係る当期増加額を計上しております。 
４． 退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法 
   職員の退職手当については財源措置がなされているため、退職手当に係る引当金は計上して 

おりません。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職 
金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。 

５． 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
国有財産無償使用の機会費用の計算方法は、近隣の賃貸料を参考に算出しております。 

６． 消費税等の会計処理 
税込方式を採用しております。 

 

貸借対照表注記 

１．期末における賞与見積額は、39,841,701円であります。 
２．期末における退職手当の要支給総額の見込額は、348,150,091円であります。 
 

損益計算書注記   

１．※１ その他の研究業務費のうち主要な費目及び金額         
謝金          131,888,440円 
研究業務委託費     105,265,416円 
旅費交通費        55,442,439円 
データベース経費     44,547,623円 

                
※２ その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 

     賃借料                107,761,431円 
     一般業務委託費         50,277,716円 

キャッシュ・フロー計算書注記 

１． 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 
現金及び預金   280,571,772円 
資金期末残高   280,571,772円 

２． 人件費支出には、退職手当及び法定福利費を含んでおります。 
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行政サービス実施コスト計算書注記 

１．国有財産無償使用の機会費用 
国有財産の無償使用面積は、1,578.50㎡であります。 

    1,578.5㎡×43,200円 ＝ 68,191,200円 
     
 

金融商品に関する注記   

                                                                              単位： 円 
 
 

貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

現金及び預金 280,571,772 280,571,772 0 
未収入金 143,913 143,913 0 
未払金 (80,629,504) (80,629,504) 0 

 
       (注) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 
     
１．現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい 
  ことから、当該帳簿価額によっております。 
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附属明細書 

 

固定資産の取得、処分及び減価償却費の明細 
            単位： 円 

 
資産の種類 

 
期首 
残高 

 
当期 
増加額 

 
当期 
減少額 

 
期末 
残高 

減価償却

累計額 
  

差引当期末

残高 

 
摘要 当期償却額 

有形固定資産 
（償却費損益内） 

建  物 21,526,780 0 0 21,526,780 14,180,161 1,345,876  7,346,619  
工具器具備品 23,491,484 3,035,091 0 26,526,575 21,888,654 1,387,245 4,637,921  

計 45,018,264 3,035,091 0 48,053,355 36,068,815 2,733,121 11,984,540  
有形固定資産 
合計 
 

建 物 21,526,780 0 0 21,526,780 14,180,161 1,345,876 7,346,619  
工具器具備品 23,491,484 3,035,091 0 26,526,575 21,888,654 1,387,245 4,637,921  

計 45,018,264 3,035,091 0 48,053,355 36,068,815 2,733,121 11,984,540  
無形固定資産 ソフトウェア 26,798,552 5,184,000 761,250 31,221,302 14,667,905 5,425,609 16,553,397  

計 26,798,552 5,184,000 761,250 31,221,302 14,667,905 5,425,609 16,553,397  

 

たな卸資産の明細 
該当事項ありません。 

 

有価証券の明細 
  該当事項ありません。 
 

長期貸付金の明細 
  該当事項ありません。 
 

長期借入金の明細 

該当事項ありません。 
 

債券の明細 

該当事項ありません。 
 

引当金の明細 

該当事項ありません。 
 

貸付金等に対する貸倒引当金の明細    

該当事項ありません。 
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退職給付引当金の明細      

該当事項ありません。 

資産除去債務の明細 

該当事項ありません。 
 

法令に基づく引当金等の明細 

該当事項ありません。 
 

保証債務の明細 

該当事項ありません。 
 

資本金及び資本剰余金の明細 
該当事項ありません。 

 
 

積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 
単位： 円 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 

通則法44条1項 
積立金 

 0  3,857,143     －    3,857,143  
 

 

  
 

運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 
（１） 運営費交付金債務の増減の明細      

                             単位： 円 
期首残高 交付金 

当期交付額 
当期振替額 期末残高 

運営費交付金

収益 
資産見返 

運営費交付金 
資本 

剰余金 
小 計 

88,368,019 1,415,045,000 1,340,929,182 8,219,091 0 1,349,148,273 154,264,746 

                                        
（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細 

① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 
                       単位： 円 

区    分 運営費交付金収益 
運営費交付金の主な使途 

費用 主な使途 

業務達成基準による振替額 429,703,770  424,818,176 研究業務費  424,818,176 

期間進行基準による振替額 911,225,412  906,289,282  
人件費    712,121,676

一般管理費  194,167,606 

費用進行基準による振替額 0  0  － 

会計基準第８１条第４項による振替額 0  0  － 

合              計 1,340,929,182 1,331,107,458  － 
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② 資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 

単位： 円 

 区  分 
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替 

振替額 主な使途 振替額 主な使途 

研究業務 4,293,000  ソフトウェア ：     4,293,000  0 － 

一般管理 3,926,091  
業務用器具備品：    3,035,091 
ソフトウェア ：      891,000 

 0 － 

  合  計 8,219,091 －   0 － 

 
（３）運営費交付金債務残高の明細 
 

運営費交付金債務残高 使用見込み 

業務達成基準を

採用した業務に

係わる分 

154,264,746 

研究プロジェクト及び業務について、一部の研究プロジェクト及び業務に、

進捗の遅れ及び計画の見直し・修正により翌年度に延期・繰り越されたも

のがあるため、合計で154,264,746円を翌年度に繰り越し、翌年度以降収

益化する見込みである。内訳は、調査及び研究業務154,264,746円である。  

期間進行基準を

採用した業務に

係わる分 

＿ (翌事業年度繰越額は無い)  

費用進行基準を

採用した業務に

係わる分 

―  (費用進行基準を採用した業務は無い) 

計 154,264,746    

 

国等からの財源措置の明細 

該当事項ありません。 
 

役員及び職員の給与の明細 
単位：千円・人 

区 分      報酬又は給与       退職手当 
支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役 員 
 

(4,700) 
39,855 

(2) 
2.0 

(0) 
0 

(0) 
0 

職 員 
 

(150,277) 
430,635 

(39.9) 
 46.3 

(0) 
   7,675 

(0) 
2 

合 計 
 

(154,977) 
470,491 

(41.9) 
48.3 

(0) 
7,675 

(0) 
2 

 
（注）役員に対する報酬及び退職手当は、その役員の業績と、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬及び経済産 

業研究所の実績その他の事情を考慮して決定しております。 
職員に対する給与及び退職手当は、その職員の勤務成績と研究所の実績を考慮し、社会の一般情勢に適合した 
ものとしております。 

（注）支給額は千円単位で、切り捨て表示としております。 
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（注）報酬又は給与の支給人員数は、年間平均人員数によっております。 
（注）役員及び職員には出向を含んでおり、上段の（  ）は非常勤を、下段は常勤を表示しております。 
（注）報酬又は給与には、法定福利費は含めておりません。 

科学研究費の明細 
単位：円・件 

種目 当期受入 件数 適用 

基盤研究  6,327,600 (22,467,000) 16   
挑戦的萌芽研究 120,000(400,000) 1  

若手研究  840,000(2,800,000) 3    
合   計  7,287,600(25,667,000) 20   

（注）当期受入は間接経費相当額を、（  ）は直接経費相当額を表示しております。 

 

 

開示すべきセグメント情報 
                            単位： 円 

  

調査・研究・

政策提言・資

料統計 

成果普及・ 

国際化 
計 法人共通 合  計 

Ⅰ．事業費用、事業収益及び事業損益 
 

  
 

    

  事業費用      

    研究業務費 722,190,702 257,503,197 979,693,899 0  979,693,899 

    人件費 415,092,711 133,740,732 548,833,443           0 548,833,443 

    減価償却費 1,327,765 1,041,840 2,369,605           0     2,369,605 

    その他の研究業務費 305,770,226 122,720,625 428,490,851           0 428,490,851 

   一般管理費           0 0 0 374,608,340   374,608,340 

    人件費 0 0 0 166,788,233 166,788,233 

    減価償却費 0 0   0 5,789,125 5,789,125 

    その他の一般管理費 0 0 0 202,030,982 202,030,982 

   雑損 0 0 0 146,259 146,259 

計 722,190,702 257,503,197 979,693,899 374,754,599 1,354,448,498 

Ⅱ．  事業収益      

   運営費交付金収益 720,577,437 253,144,634 973,722,071 367,207,111 1,340.929,182 

   普及業務収入 0 451,899 451,899 0 451,899 

   受託収入 5,428,711 0 5,428,711 440,307 5,869,018 

   シンポジウム収入 0 156,000 156,000 0 156,000 

   資産見返運営費交付金戻入 1,327,765 1,041,840 2,369,605 5,789,125 8,158,730 

   科学研究費間接費収入 0 0 0   7,287,600 7,287,600 

   寄附金収益   2,000,000 0     2,000,000 0 2,000,000 

   財務収益              

    受取利息 0 0   0 2,795 2,795 

   雑益 0 0 0 197,075       197,075 

計 729,333,913 254,794,373 984,128,286 380,924,013 1,365,052,299 

  事業損益 7,143,211  －2,708,824 4,434,387 6,169,414 10,603,801 
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調査・研究・

政策提言・資

料統計 

成果普及・国際

化 
計 法人共通 合  計 

Ⅲ．行政サービス実施コスト 
 

  
 

    

  業務費用 712,993,919  255,853,458 968,847,377 369,636,734 1,338,484,111 

  引当外賞与見積額 6,337,162  -1,410,376 4,926,786  3,163,406 8,090,192 

  引当外退職手当増加見積額 -37,533,779 6,453,137 -31,080,642 8,206,461 -22,874,181 

  機会費用 
 

  
 

    

   国有財産無償使用の機会費用 28,857,600  16,536,960 45,394,560  22,796,640 68,191,200  

行政サービス実施コスト 710,654,902 277,433,179 988,088,081 403,803,241 1,391,891,322 

Ⅳ．総資産 
 

  
 

    

  現金及び預金          0             0              0 280,571,772  280,571,772 

  建物          0            0 0  7,346,619    7,346,619 

  工具器具備品 0            2 2  4,637,919   4,637,921 

  その他 5,841,681     4,701,144  10,542,825 8,487,365    19,030,190 

計  5,841,681    4,701,146   10,542,827 301,043,675  311,586,502 

        
（１） セグメント区分の方法                               

独立行政法人会計基準等の改定に伴い、平成 28 年度より中長期目標における一定の事業等の

まとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開示しております。 
（２） セグメントごとの業務内容    

調査・研究・政策提言・資料統計   
     中期計画、年度計画で定める研究プログラムの下に、経済産業政策の中長期的な視点を踏まえた

複数の研究プロジェクトを実施。 
成果普及・国際化 
研究成果の普及を積極的に広く一般に対して実施を図るとともに、国際化連携の推進を実施。 

（３）事業費用のうち、法人共通は配賦不能な費用であり、その主たるものは管理部門の経費であります。 
（４）事業収益のうち、法人共通は配賦不能な収益であり、その主たるものは管理部門の収益であります。 
      
 

上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 
該当事項ありません。 

 
  


	資産の部
	I  流動資産
	現金及び預金                               
	未収入金                         
	前払金  
	280,571,772
	143,913　
	     流動資産合計


	II  固定資産
	1.  有形固定資産
	  建 物
	  　 減価償却累計額
	  工具器具備品
	  　 減価償却累計額
	  有形固定資産合計
	7,346,619
	　 4,637,921
	11,984,540

	2.  無形固定資産
	  ソフトウェア
	  無形固定資産合計  
	16,553,397
	　 16,553,397
	　　 固定資産合計
	　　 資産合計




	負債の部
	I  流動負債
	運営費交付金債務 預り金
	預り科研費
	未払金
	未払費用
	　　 流動負債合計


	II  固定負債
	資産見返負債
	  資産見返運営費交付金
	   資産見返物品受贈額
	  28,537,937
	     固定負債合計
	     負債合計



	純資産の部
	I  利益剰余金
	積立金
	3,857,143
	当期未処分利益
	  　10,603,801
	（うち当期総利益　10,603,801）
	利益剰余金合計
	     純資産合計
	     負債純資産合計



	損益計算書
	                                （平成29年4月1日～平成30年3月31日）
	I  経常費用
	1.  研究業務費
	（1）人件費　　　　　　　　　
	（2）減価償却費
	（3）その他の研究業務費　※１　　　　　　　　　

	2.  一般管理費
	（1）人件費　　　　　　　　　
	（2）減価償却費
	（3）その他の一般管理費　※２　　　　　　　　
	　　 3.　雑損
	経常費用合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



	II  経常収益
	1.   運営費交付金収益　　　　　　　　　　　　　　　
	2.   普及業務収入
	3.   受託収入
	4.   シンポジウム収入
	5.   資産見返運営費交付金戻入　　　　　　　　　　
	6.   科学研究費間接費収入
	7.   寄附金収益
	8.   財務収益
	　　　     受取利息　　　

	9.   雑益　　　　　　　　

	III  経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	Ⅳ当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	Ⅴ当期総利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	　　　
	キャッシュ・フロー計算書
	I  業務活動によるキャッシュ・フロー
	 商品又はサービスの購入による支出
	 人件費支出
	 その他の業務支出
	 科学研究費預り金支出
	 運営費交付金収入
	 普及業務収入
	 受託収入
	 シンポジウム収入
	 科学研究費預り金収入
	 寄附金収益
	 雑益
	   小計
	利息の受取額
	業務活動によるキャッシュ・フロー


	II  投資活動によるキャッシュ・フロー
	有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
	投資活動によるキャッシュ・フロー
	III  財務活動によるキャッシュ・フロー
	IV  資金増加額
	V  資金期首残高
	VI  資金期末残高

	利益の処分に関する書類
	I  当期未処分利益
	 当期総利益

	II  利益処分額
	 積立金


	行政サービス実施コスト計算書
	I  業務費用
	(1)損益計算書上の費用
	  　研究業務費
	  　一般管理費
	　 　雑損
	(2)(控除)自己収入等

	  　普及業務収入
	  　受託収入
	　　シンポジウム収入
	    科学研究費間接費収入
	 　 寄附金収益
	  　財務収益
	  　雑益


	II  引当外賞与見積額
	III  引当外退職手当増加見積額
	IV  機会費用
	  国有財産無償使用の機会費用

	V  行政サービス実施コスト


